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要　旨

終末期における維持透析療法の非導入や中断に関し
ては，臨床現場でも難しい判断を迫られ苦悩している
現状がある．こうした問題は，散発的に報告される症
例に対して議論が交わされるのみで，明確な基準は存
在しなかった．この命題に対して，2014年，2020年
に日本透析医学会から「提言」が作成された．これを
受け，2022年 6月に上梓された『高齢腎不全患者のた
めの保存的腎臓療法』1）は，保存的腎臓療法（conserva-

tive kidney management;  CKM）に踏み込んだ問題に
焦点を当てたガイドである．発行までの経緯と保存的
腎臓療法（CKM）の実態について概説する．なお，
CKMとは透析非導入/中断という選択において実施さ
れる包括的なケアを指す．

はじめに

日本透析医学会は 2014年に「維持血液透析の開始
と継続に関する意思決定プロセスについての提言」2）

を公表した．終末期の患者を対象に，透析の非導入お
よび中断についての意思決定プロセスをはじめて示し
た．2018年には厚生労働省が「人生の最終段階にお
ける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライ
ン」‡1）を公表した．ここで初めて，終末期の医療やケ
アについて，患者本人・家族や医療者らと残りの人生
の生き方，考え方，医療への希望・期待などを話し合
うこと（shared decision making;  SDM）と，それに
よって到達できる人生会議（Advance care planning;  

ACP）の重要性が公的に強調された．
日本透析医学会は 2020年に，「透析の開始と継続に

関する意思決定プロセスについての提言」3）を改訂した．
この改訂では，医療チームによる末期腎不全の治療選
択における腎代替療法（Renal Replacement Therapy;  

RRT）と保存的腎臓療法（CKM）に関する情報提供
プロセスと，患者や家族らが CKMを選択した場合の
医療チームによる透析見合わせに関する意思決定プロ
セスが詳細に示されている．今回発行されたガイド
『高齢腎不全患者のための保存的腎臓療法』1）は，上記
の 2020年改訂「透析の開始と継続に関する意思決定
プロセスについての提言」に基づくもので，高齢腎不
全患者の RRTが非導入/中断となった場合の CKMの
在り方が示されている．このガイドは日本医療研究開
発機構長寿科学研究開発事業「高齢腎不全患者に対す
る腎代替療法の開始/見合わせの意思決定プロセスと
最適な緩和医療・ケアの構築」研究班（柏原直樹班
長）により編纂された．

1　本邦におけるこれまでの議論

2003年に岡田一義らは，透析医 552人を対象として，
悪性腫瘍終末期の HD患者のシナリオを提示して，
HDを中断すべきか否かについての全国アンケートを
行った4）．この時，透析非導入，中断の症例報告はす
でに存在していたが，改めて事前指示書の必要性や尊
厳のある生き方に関心が強いことが分かった．2010年
に大平整爾らは，明確な基準が学会から報告されない
状況下，透析見合わせの問題を公的に議論すべき5～7）
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とした．このような機運から，日本透析医学会におい
て，この喫緊の命題に対して，2014年の「維持血液
透析の開始と継続に関する意思決定プロセスについて
の提言」2）が作成され，渡辺有三委員長の下，上述の
岡田一義，大平整爾らが参加して，公表された．2016

年には原田卓司らが，長崎県における透析患者の終末
期医療の現状を報告した．58施設の回答を得たが，
706人の死亡調査にて透析非導入による患者死亡は
5.7％，透析中断による患者死亡は 11.2％であった8）．
2019年の岡田一義らの報告では，510施設回答にて
41.7％の施設が透析見合わせを経験していた9）．
日本透析医学会の 2020年の提言改定では，対象を

腹膜透析患者や急性腎障害での維持血液透析導入期患
者にも拡大し，SDM，ACP，CKMに対する患者意思
決定のプロセスを明記した（岡田一義委員長）4）．今
回発行されたガイド『高齢腎不全患者のための保存的
腎臓療法』は，2020年改訂の「提言」に基づくもので，
高齢腎不全患者の RRTが非導入/中断となった場合の
CKMの在り方が示されている1）．

2　諸外国での議論とわが国の CKM

英国における CKMであるが，Oxford Universityで
はすでに，CKMガイドラインが出版されている‡2）．
Okamotoらは，英国 71の腎臓内科診療科施設へのア
ンケートを行い，CKMの実践パターンを調査した．
その結果，88％は CKMに関する教育システムが整っ
ており，50％が CKMに対するスタッフトレーニング
システムをすでに擁していた10）．米国では 2001年に
初版され11），その後 2010年に改定された透析見合わ
せのための SDMのマニュアルが米国腎臓病協会から
出版されている12）．
台湾では，2000年にアジア圏で初めて法的に延命

治療中止の免責が認められ，2011年には透析の非導
入/中断に関する合意が得られると同時に，ACPが法
制化されている．緩和ケアと在宅医療の推進が重視さ
れる台湾だが，①明らかに予後不良で生命の危機に瀕
している場合や治療の安全性が担保できない場合でも，
期間限定で試行的透析治療または緩和透析が認められ
ている，②患者が血液透析治療を拒否したとしても，
家族の希望がある限り透析を継続する　――　といった項
目も含まれている．これは，透析を行わないことによ
る呼吸苦（肺水腫）の緩和に一時的透析の試行を認め，

患者家族～医療者の意見不一致の場合の方法論（透析
継続）を示すものである．台湾ではすでに末期腎不全
患者の緩和医療ガイドラインも作成されている13）．

2020年に改訂された「透析の開始と継続に関する
意思決定プロセスについての提言」3）では，透析の開
始が望まれる時点で患者が RRTを選択しない場合，
医療チームは患者と家族との話し合いを繰り返し，透
析を見合わせた際のメリットとデメリットを理解でき
るまで説明し，期間限定透析の開始についても情報を
提供することになっている．日本においては，優れた
透析医療成績を前にして，CKMの決定にはまだ慎重
を期す必要があり，透析，移植と並列・同列に CKM

を説明する段階ではない．一方「透析をしない場合の
治療は？」との問いに対しては，CKMの説明を行う
べきである．

3　CKM 全国調査

日本の透析非導入/中断と緩和医療の実態把握を目
的に，4学会（日本腎臓学会，日本透析医学会，日本
小児腎臓病学会，日本在宅医療連合学会）を対象に実
施したアンケートの結果を紹介する．本アンケート結
果は，『高齢腎不全患者のための保存的腎臓療法』に
掲載されている1）．
調査期間は 2018年 1月～19年 12月，アンケート
の回答期間は 2020年 2月 5日～3月 15日だった．各
施設 1回答とし，451施設から回答が得られた．集計
の結果，調査期間中の透析非導入患者は 917例，透析
中断患者は 492例だった．60歳以上ではそれぞれ 129

例，162例と増加傾向，80歳以上ではそれぞれ 642例，
285例と透析非導入例の顕著な増加が示された．
透析非導入例における患者背景の内訳は，認知症が
最も多く，腎硬化症，糖尿病性腎症，担がん，長期臥
床，慢性心不全が続いた．一方，透析中断例における
患者背景の内訳は，糖尿病性腎症，腎硬化症，認知症，
担がん，慢性心不全の順だった．高齢腎不全患者にお
ける透析非導入や中断は，単に高齢・認知症という理
由だけでなく，複合的に判断されている．
透析非導入例の予後は，7日以内の死亡が最も少な

く，14日以内の死亡，1カ月以内の死亡，1カ月超で
の死亡の順に増加した（図 1）．これとは逆に，透析
中断例の予後は 7日以内，14日以内の死亡が多かった．
透析非導入または中断の患者がケアを受ける場所は，



透析の見合わせ 395

図 1　AMED 研究　高齢者腎不全患者における腎代替療法の開始/見合わせの意思決定プ
ロセスの構築から（柏原班研究）　一次次調査：透析非導入　中断例の予後

　　   （文献 1より）

7日以内の死去

0 50 100

透析中断例透析非導入例

150 200 250（人）0 100 200 300 （人）

14日以内の死去

1カ月以内の死去

1カ月以上の死去

7日以内の死去

14日以内の死去

1カ月以内の死去

1カ月以上の死去

図 2　AMED 研究　高齢者腎不全患者における腎代替療法の開始/見合わせの意思決定プ
ロセスの構築から（柏原班研究）　二次調査：CKM における栄養管理について

　　   NST：Nutrition Support Team
　　   （文献 1より）
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図 3　AMED 研究　高齢者腎不全患者における腎代替療法の開始/見合わせの意思決定プ
ロセスの構築から（柏原班研究）　二次調査：CKM における呼吸循環管理について

　　   BIPAP：Biphasic Positive Airway Pressure
　　   （文献 1より）
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病院（67.9％）が最多で，在宅往診（16.9％），介護療
養型医療施設（5.6％）が続いた．治療法を選択する
際，CKMについての説明を行っているのは 179施設，
行っていないのは 272施設だった．

CKM，特に緩和医療の実態を調査したアンケート
の 2次調査では，55施設から回答が得られた．「高齢
者への維持透析療法の実施」についての質問に対し，
「全例行う」と回答した施設はゼロだった．栄養管理
は，末梢点滴が最も多く，食事制限なし，経管栄養が
続いた（図 2）．呼吸循環管理では，酸素投与が最も
多かった（図 3）．多職種サポートの依頼先は，病院
看護師が最多で，ソーシャルワーカー，訪問看護師が
続いた．加えて，緩和ケアチーム，ケアマネージャ
ー・介護士，栄養士，薬剤師など多職種があげられた．
疼痛対策に関しては，オピオイド系，非オピオイド系
および鎮痛補助薬が多く用いられていた（図 4）．
認知症患者への透析導入の実施について質問したと
ころ，「透析が安全に行えれば，医療者として導入を
行う」，「基本的に家族の同意があれば導入を行う」，
「家族の協力（見守りなど）を前提に導入をする」の
順に回答が多かった．すなわち「認知症の有無単独で
透析導入・非導入を決定することはない」と考えられ
た．

4　全腎協調査

一般社団法人全国腎臓病協議会（全腎協）が 2012

年に行った調査結果を示す14）．終末期における透析継
続の意向を患者に聞いたところ，70歳以上では「透

析を続けたい」という希望が，60歳未満では「透析
を中止したい」という希望が優勢だった．将来，判断
能力が失われた時のために ACPの実施を「考えたこ
とがある」と回答したのは 46.5％，「家族に相談したり
伝えたりした」は 18.2％，「書面で担当医や家族に渡
した」はわずか 2.3％だった．また，ACPや事前指示
書（advance directive;  AD）について透析医から「聞
かれた」と回答したのは 3.7％，「聞かれていない」が
89.4％に上った．

2021年度調査‡3）でも，60歳以上で「透析を続けた
い」希望は多く，この 10年変化はない．一方，ACP

に関しては，「家族と相談」「書面で渡した」は，2012

年に比して，3％増加していた．

まとめ

日本では，心不全領域の緩和ケアに関しては，すで
に多くの出版物やガイドラインが発行されている．高
齢社会が進展する中，腎不全領域における緩和ケアに
ついても心不全同様，整備していくべきだろう．今回
発行された『高齢腎不全患者のための保存的腎臓療
法』は，透析のメリットが得られない，または望めな
い患者に提供できる最善のケアについてまとめた一冊
となっている．その基礎となる日本透析医学会提言3）

では，自己決定権の尊重は，何度も繰り返す医療者，
患者・家族との間の SDMによって成立し，その最終
意見の ACPに対しては尊重せねばならないとしてい
る．

図 4　AMED 研究　高齢者腎不全患者における腎代替療法の開始/見合わせの意思決定プ
ロセスの構築から（柏原班研究）　二次調査：CKM における疼痛管理薬剤について

　　   （文献 1より）
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